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要旨 

 本稿は，2010 年代以降社会的にサステナビリティ（持続可能性）への意識の高まりを背

景として，組織体がサステナビリティの実現を戦略的に一貫してマネジメントできる可能

性について，BSC の議論を踏まえて論究したものである。すなわち、SDGs や ESG 投資を

はじめとして，近年サステナビリティへの要請が社会的に高まっており，その要請に応える

ためには，企業の協力が欠かせない。しかし，逐次的，場当たり的，思い付きで対処しても，

効果的な成果が得られるとはいえない。サステナビリティはその性質上長期的に取り組ま

れるべきものであり，一定の方向性をもって，複数の組織が協働して事に当たる必要がある

場合も多々見受けられる。したがって，サステナビリティを戦略的にマネジメントする際に

は，従来マネジメント論で蓄積されてきた知見が有用であるといえよう。 
 管理会計分野においては，1992 年に Kaplan and Norton によってバランスト・スコアカ

ード（Balanced Scorecard；BSC）が提唱された。そこでは、BSC は財務と非財務，長期

と短期，内部と外部のバランスをとった経営を可能にする戦略的マネジメント・システムで

あり、『レレバンス・ロスト』1以降，企業が過去の業績に拘泥することなく，将来の長期的

な競争優位を見据えて戦略をマネジメントすることを目的として提唱された管理会計シス

テムであるといえる。 
 本稿では，まず Kaplan and Norton による BSC の主要な文献を再度検討することで，

BSC が有する特性を抽出した。それにより，4 つの視点とその因果関係による長期的目標

と短期的目標のバランスをとることが可能であること，成果とそのプロセスが可視化され

ることによって，フィードバックと学習に活かし，新たな戦略の創発につなげられること，

またその実行を通じて，戦略の循環型マネジメント・システムとして戦略を継続的なプロセ

スにできることが提唱された。また，非財務指標のマネジメントを可能にするこのシステム

は，無形資産の価値を可視化することも確認できた。これらの議論を踏まえて，BSC の活

用により，戦略の実現へと組織を変革することができるといえよう。 
 続いて，近年議論が活発になってきている環境配慮型の BSC や SBSC（Sustainability 
Balanced Scorecard：サステナビリティ・バランスト・スコアカード）の組織への適用可能

性について論究した。ここでは，SBSC が伝統的な BSC の特質を応用することによって，

サステナビリティ戦略のマネジメントが可能であることが確証され，また，さらなる先行研

究を渉猟することを通じて，現在では業界や地域に限定されず、広くその適用可能性がある

ことが確認された。 
 しかしながら，それとともに，さらなる文献研究や報告システムとの統合など，いくつか

の課題も散見しており，こうした課題については，本項の最後でも論及するが，さらに今後

の研究を通じて解明していきたいと考えている。 
 
1. 問題の所在 

 昨今，社会におけるサステナビリティ2（sustainability：持続可能性）に対する意識が

 
1 Johnson and Kaplan（1987）による。 
2 サステナビリティ（sustainability）は「持続可能性」と訳されるが，その定義は様々である（Barry, 2002, Bossel, 
2002など）。一方，「持続可能な開発（Sustainable Development）」は，「将来世代のニーズに応える能力を損ねるこ
となく現在世代のニーズを満たす発展」であると，国連環境と開発に関する委員会（ブルントラント委員会）（1987）
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醸成されるとともにその意識が広範に広がりを見せており，その最も大きな契機は，2015
年 9月の国連による SDGs（Sustainability Development Goals：持続可能な開発目標）

の採択であるといえよう。これは社会がサステナビリティに関して抱える課題の総覧的な

性質を有しており，17 の目標3と 169 のターゲット4から構成されており，また更には，産

業界においては，SDGs に続いて企業行動指針として SDG Compass5が発表されている。

サステナビリティの実現のために，企業の協力は欠かせないし，企業そのものが抱えるサ

ステナビリティ上の問題も存在しており，SDG Compass を活用した企業経営は，サステ

ナビリティ経営にとって有用な方向性を示すものとなろう。 
 SDGs の他にも，企業の周囲におけるサステナビリティへの取り組みは数多く存在する

といえる。投資家に目を向ければ，近年 ESG 投資の額が急増しており6，これはサステナ

ビリティ志向の投資であるといえる。また，経営学領域においては Porter and Kramer
（2011）によって CSV（Creating Shared Value：共通価値の創造）の概念が提唱され，

経済価値に加えて社会価値も同時追求する経営が意識されてきている。 
 以上述べたように，近年社会的にサステナビリティへの意識が高まってきており，企業

や他の組織体の多くがこの要請に応えている。しかし，逐次的，場当たり的なアプローチ

では，サステナビリティの実現は難しくなり7，そこで，サステナビリティをより戦略的に

マネジメントする必要がある。 
そこで、昨今のサステナビリティの高まりとともに，それを戦略的にマネジメントする

管理会計のツールとして注目されているのが BSC（バランスト・スコアカード：

Balanced Scorecard）である。BSC は，Kaplan and Norton によって 1992 年に提唱され

た組織のマネジメント・システムである。BSC を活用することで，組織を戦略志向へと変

革することができ，日々の業務プロセスを戦略の実行へと方向づけることができる。BSC
は提唱以来様々な組織に導入され，発展し，Kaplan and Norton（2008）の文献で循環型

マネジメント・システムとして一旦の完成をみた。BSC の適用範囲は広く，営利組織から

非営利組織まで様々であり，一般企業のみならず，政府機関や自治体，病院などでも多く

の適用事例がある。また，米国で開発され，導入され始めた BSC であるが，現在ではア

 
において定義されている。サステナビリティ概念は，当然環境（environment）を含む概念ではあるが，SDGsにおけ
る開発目標の項目などを参照しても，目標 5「ジェンダー平等を実現しよう」10「人や国の平等をなくそう」など，社
会（society）な視点が入っていることから，広い概念であるといえる。本稿では，サステナビリティを企業活動との関
連で捉えるという意味で，環境（environment），社会（society），企業統治（government）の 3つの要素を包括する
概念として議論を進めていく。 
3 SDGsで設定された 17の目標は，以下のとおりである。①貧困をなくそう，②飢餓をゼロに，③すべての人に健康
と福祉を，④質の高い教育をみんなに，⑤ジェンダー平等を実現しよう，⑥安全な水とトイレを世界中に，⑦エネルギ

ーをみんなにそしてクリーンに，⑧働きがいも経済成長も，⑨産業と技術革新の基盤をつくろう，⑩人や国の不平等を

なくそう，⑪住み続けられるまちづくりを，⑫つくる責任つかう責任，⑬気候変動に具体的な対策を，⑭海の豊かさを

守ろう，⑮陸の豊かさも守ろう，⑯平和と公正をすべての人に，⑰パートナーシップで目標を達成しよう。 
4 SDGsの目標やターゲットについては，国連 SDGsサイト（http://ungcjn.org/sdgs/index.html）を参照した。
（2020年 5月 24日現在） 
5 SDGs Compassについては，国連サイトより PDFで公開されている。本稿では，翻訳版
（https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf）を参照した。 
6 ESG投資について，GSIA（Global Sustainable Investment Alliance）の 2018年の報告によると，2016年から
2018年までの 2年間で、世界全体の ESG投資額は 34%増加し，30兆 6,830億米ドル（約 3,418兆円）となった。年
平均にすると 15.6%成長している。 
7 90年代以降，CSR活動が盛んになったが，明確な戦略を持たずに PR活動の一環としてのみ行われた向きがあった
ため，持続的な活動とならない企業も多かった。 
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ジアや中東，アフリカなど広範囲で活用されている。 
本稿は，前述のサステナビリティへの意識の高まりを受けて，組織の戦略のマネジメン

ト・システムである BSC を活用することで，サステナビリティを戦略的にマネジメント

できることを示すものである。近年，管理会計および経営学の領域においてサステナビリ

ティ・バランスト・スコアカード（Sustainable Balanced Scorecard；SBSC）が議論さ

れている。しかし，導入事例も少なく，理論的フレームワークもまだ十分に体系化されて

いるとはいえない。そこで，本稿では Kaplan and Norton によるこれまでの 5 つの主要

な文献を研究対象として限定することで，再度 BSC の原点に立ち返って BSC の特性や設

計思想を改めて抽出し，BSC がどのような歴史的な経緯の中で形されてきたのかを論ずる

とともに，SBSC のフレームワークの新たな構築への足掛かりを提示したいと考えてい

る。 
 
2. BSC の発展過程 

 本章では，はじめに BSC の発展過程について概観し、すでに多くの論者が論究してき

たとも言われる BSC を，原点に立ち返り BSC の本質モデルとも言いうる基本構造を抽出

することで、本稿の目的であるサステナビリティ志向の戦略的マネジメント・システムの

構築に寄与したいと考えている。本稿では，BSC に関する主要な文献である Kaplan and 
Norton（1996, 2001, 2004, 2006, 2008）を研究対象に据えて，BSC の本質構造に迫りた

いと考えており，Kaplan and Norton の上記の文献を中心に整理・論究したいと考えてい

る。 
 
2.1. Kaplan and Norton（1996b）における BSC 概念 

 初めに，Kaplan and Norton（1996b）における BSC概念について整理する。本文献は

Kaplan and Norton（1992, 1993, 1996a）のまとめとして書かれたものであり，5 つの主

要文献のうちの 1冊目となる。この文献により BSC の基礎となるフレームワークが提示

されたといえよう。 
 BSC フレームワークの要諦は「バランスト（バランスの取れた）」という名が表す通

り，様々な要素間のバランスをとることができるように設計されている8。この「バランス

ト」が意味するところは，短期目標と長期目標のバランス，財務的業績評価指標と非財務

的評価指標のバランス，過去と将来の業績評価指標のバランス，外部的視点と内部的視点

のバランスなどである。Kaplan and Norton（1996b, p.5）は，BSC の開発の動機は，

「主として財務上の指標に頼っていた業績評価システムが現状にそぐわず，時代遅れにな

っていたことにあった」と述べる9。すなわち，BSC は当初，財務指標のみならず非財務

指標を測定指標に入れることで，財務的成果につながる先行指標である非財務的要素を可

 
8 例として FMC社を挙げ，財務指標に頼っていたために，「総資本利益率の高い会社になったが，反対に将来の成長
性については，非常に可能性の低い会社になった」というコメントを引用している。そこで Kaplan（1990）は，
Analog Devices社の「コーポレイト・スコアカード」という継続的な改善活動の進捗度合いを評価するシステムを研
究した。そのスコアカードを起点にして，BSCが有する財務的視点，顧客の視点，社内ビジネス・プロセスの視点，
イノベーションと学習と視点8という 4つの視点に発展させ，「バランス・スコアカード8」と名付けた。 
9 合わせて，Kaplan and Norton（1996b, p.45）は，「業績を測定・評価できなければ，それを管理できない」という
言葉を用いている。この業績に財務業績だけでなく，非財務業績を含めたものが BSCであるといえる。 
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視化し，戦略実行の可能性を高め，さらには，戦略と業務プロセスのリンケージによっ

て，すべての企業活動が戦略の実現に方向づけられたといえよう。 
 次に，BSC における構造上の特徴として，まず 4 つの視点が挙げられよう。従来企業は

財務的成果を測定指標として業績評価を行っていたが，さらにそのパフォーマンス・ドラ

イバーである顧客の視点，内部ビジネス・プロセスの視点，学習と成長の視点が加えられ

た10。これにより，株主，顧客，経営者，従業員といった様々なステークホルダーのバラ

ンスをとった経営が可能となり，これが BSC の多面的な業績評価の側面といえよう11。 
 次に，4 つの視点はそれぞれ因果関係をもって有機的につながっている12。通常 BSC に

おいては学習と成長の視点を底辺として，内部プロセスの視点，顧客の視点，そして最上

位に財務の視点が置かれ，その視点において指標となる戦略テーマや戦略目標が設定され

る。これらの指標が相対的に先行指標ともなり，遅行指標にもなり，最終的に戦略の実現

につながっていく。BSC によって戦略実現までのプロセスが因果関係によって可視化され

る。 
 以上述べた通り，BSC は多面的な業績評価指標を設定することによって，組織構成員を

戦略の実行へと方向づける戦略的マネジメント・システムともなるといえよう。さらに，

BSC を活用することにより，戦略実現に向けたコミュニケーション，戦略志向への組織体

への組織風土の改革など，付随的な様々な効果がもたらされることも BSC の重要な特質

といわれている13。 
  
2.2. Kaplan and Norton（2001）における BSC 概念 

本節では，Kaplan and Norton（2001）における BSC の基本概念について言及する。

本文献では，基本的な BSC フレームワークについては前著を継承し，豊富なケーススタ

ディによって，BSC導入の効果がまとめられている。 
 Kaplan and Norton（2001, p.27）は「戦略志向の組織体の原則」として以下のような

5 つの原則を提示した。第 1 に「戦略を現場の言葉に置き換える」，第 2 に「組織全体を戦

略にむけて方向づける」、第 3 に「戦略を全社の日々の業務に落とし込む」，第 4 に「戦略

 
10 1996年出版の吉川訳と，2001年以降に出版された櫻井訳では，訳出が異なっている。たとえば，吉川訳では「社
内ビジネス・プロセスの視点」と訳されているが，櫻井訳では「内部ビジネス・プロセスの視点」と訳されている。

BSC自体も，吉川訳では「バランス・スコアカード」となっているが，櫻井訳では「バランスト・スコアカード」と
なっている。いずれも両者の意味するところは基本的に同じものである。 
11 Kaplan and Norton（1996, pp.61-62）は，4つの視点で十分か否かについて議論している。これについては，数学
的理論があるわけではなく，あくまでも雛形であって，企業の環境やビジネス・ユニットによってはもう数個の視点を

追加することもあるだろうと述べている。 
12 BSCにおける因果関係について，4つの各視点における指標は，それぞれ因果関係をもって有機的につながってお
り，最終的に戦略の実現に収斂される。すなわち，「戦略は，因果関係に関する一種の仮説」（1996, p.55）である。こ
こで，各指標が相対的に先行指標となったり，遅行指標となったりする。因果関係の最後に置かれる財務指標の設定に

おける注意点として，長期的な指標を置くことを Kaplan and Norton（1996, pp.60-61）は指摘している。 
また，各指標間の因果関係の有無についてしばしば批判がなされる。これは，BSCシステムそのものの問題というよ
りはむしろ，経営学，マーケティング分野における分析によって解決される性質のものであると考える。 
13 Kaplan and Norton(1996, p.43)では，BSCでできることとして以下を挙げている。①戦略を明確にし，コンセン
サスを得る，②企業内に戦略を浸透させる，③部門や個人の目標と戦略の整合性をとる，④戦略的目標を長期のターゲ

ットや年度予算にリンクさせる，⑤戦略プログラムを明確にし，整合性をとる，⑥戦略を期間的かつ体系的に検討す

る，⑦戦略の見直しと学習のためにフィードバックをする。これを踏まえて，BSCは「システムをコントロールする
ために利用するのではなく，これをコミュニケーション・システム，伝達システムあるいは学習システムとして利用す

べきである」（p.50）とする。 
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を継続的なプロセスにする」，そして第 5 に「エグゼクティブのリーダーシップを通じて

変革を促す」である14。大きな変化としては，戦略マップとシナジーについての記述がな

されていることである。これらは続く Kaplan and Norton（2004, 2006）において主要な

論点となる。 
加えて，無形資産をどのように価値変換するかについても述べられている。情報化時代

においては，無形資産が生み出す価値が組織にとって重要となる。しかし，無形資産の価

値は認識が困難である。Kaplan and Norton（2001, pp.96-98）は，無形資産の特質の観

点からその理由を述べる。第 1 に価値は間接的であること，第 2 に価値は状況に応じて決

まること，第 3 に価値は潜在的なものであること，第 4 に資産はひとまとめで役に立つこ

とである。 
 第 1 の観点から，BSC には視点間の因果関係が示される。第 2 の観点から，組織外部

（財務，顧客）と組織内部（内部ビジネス・プロセス，学習と成長）の視点が用意されて

いる。第 3 の観点から，市場価値ではなく潜在価値を測定し，過去と未来のバランスをと

る。第 4 の観点から，有形資産との結合で価値を生み出すことを意識し，学習と成長の視

点から内部ビジネス・プロセスの視点へと展開されるよう設計されている。 
 BSC の学習と成長の視点15においては，企業がどのような無形資産を有しているのかが

明らかにされる。「学習と成長以外の視点を定義づけた後に学習と成長戦略を取り扱うこ

とで，エグゼクティブは，人的資源，情報技術，および組織風土の目標を戦略的な業務プ

ロセスや顧客の差別化戦略の要請に方向づけることができる」（2001, p.129）とし，無形

資産の価値変換プロセスについて述べている16。 
 BSC の基本フレームワークに戦略マップを加えて，戦略を現場の言葉に置き換える。次

に各視点において戦略目標や実施項目，目標値を設定することで組織全体を戦略に向けて

方向づけ，戦略を日々の業務に落とし込む。次に，ダブル・ループ17のフィードバックと

学習によって，戦略を継続的なプロセス18にしていく。 
 BSC をダブル・ループの学習プロセスに変換するためには，伝統的な予算を戦略予算と

業務予算に分類し，戦略予算との統合をはかる。これによって，戦略は予算システムを媒

介としたフィードバックと学習が可能になり，戦略の創発が可能になる。そして最後に，

 
14 それぞれ BSCや企業のどのような部分と関わりを持つのかを以下に示す（Kaplan and Norton, 2001, p.27）。第 1
の点は BSC，戦略マップに関わる。戦略マップについては本書で初めて言及されており，「戦略を記述するための論理
的で包括的なフレームワーク」であるとされている。第 2の点は，本社の役割，BUのシナジー，シェアード・サービ
スに関わる。第 3の点は戦略意識，個人のスコアカード，バランスト・ペイチェックに関わる。第 4の点は予算と戦略
の結びつけ，分析と情報システム，戦略的学習に関わる。そして第 5の点は活性化，ガバナンス・プロセス，戦略的マ
ネジメント・プロセスに関わる。バランスト・ペイチェックは，BSCに基づく報酬制度のことである。 
15 学習と成長の視点は，従業員の戦略的スキルと知識を表す戦略的コンピテンス，情報システムなどの戦略的技術，
組織風土の 3つの主なカテゴリーが設定されている（2001, p.128）。 
16 学習と成長の視点に関して，BSC構造上の底辺に置くことへの批判がしばしばなされる。これに対して Kaplan 
and Norton（2001, p.131）は，学習と成長よりも上の各視点すべての基礎にあるものであるがゆえに，学習と成長の
視点は底辺に置かれるべきものだとしている。これは，無形資産を有形資産に変換するプロセスを貫徹するという観点

からも頷けるものである。 
17 ダブル・ループ・コントロールについては，Argyris(1982, 1991)による。 
18 戦略を継続的なプロセスにすることを，Kaplan and Norton（2001）は戦略の統制，検証，適応と表現している。
その際，Simons（1995）の 4つのコントロール・レバーによるマネジメント・コントロールについて言及している。
すなわち，診断的コントロール・システムは戦略の統制，相互作用コントロール・システムは戦略の検証と適応を可能

にする。 
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BSC導入から継続的な活用までを可能にするためには適切なリーダーシップが欠かせない

としている。 
 
2.3. Kaplan and Norton（2004）における BSC 概念 

 本節では，Kaplan and Norton（2004）における BSC に概念について述べる。前著で戦

略マップについての初めて記述がなされたが，本書はその戦略マップについて焦点が当て

られている。戦略マップは価値創造のプロセスを記述したものであり，組織構成員が戦略マ

ップをみることで，自らの業務が自社の戦略においてどの部分に相当するのかが理解でき

る。また，BSC は当初多面的な業績評価システムとして開発され，それを戦略の一連の論

理として可視化したものが戦略マップである。Kaplan and Norton（2004, p.17）によれば，

戦略の実行、すなわち「結果のブレークスルー」は，戦略の記述と測定，管理を足し合わせ

たものであるという等式を書いている。これは，「測定できないものは管理できない」そし

て「記述できないものは測定できない」という理解に基づいている。そしてこれはそれぞれ，

戦略の記述＝戦略マップ，戦略の測定＝BSC，戦略の管理＝戦略 BSC に対応するものであ

るという。  
 Kaplan and Norton（2004）はまた，4 つの視点の中でも内部ビジネス・プロセスの視点

と学習と成長の視点に議論の多くを割いている。これは財務および顧客の視点であるのに

対して，内部の視点として表される。さらに，無形資産19の割合の高い視点でもある。その

ため，戦略の実現に向けて無形資産をいかに価値に変換していくかに焦点が当たっている

といえよう。 
 焦点が内部の視点に向けられているならば，戦略的レディネスという概念について述べ

られているのも頷ける。レディネス（readiness）とは，訳者の櫻井によれば，「準備が整っ

ている状態」をいい，戦略的レディネスとは「戦略目標の達成にあたっての準備状況」を指

す20。Kaplan and Norton（2004）では，人的資本レディネス，情報資本レディネス，組織

資本レディネスの 3 種類について説明がなされている。それぞれのレディネスの状態が高

まれば高まるほど，無形の資産はより早く財務的価値へと変換されるとしている。 
 以上述べた通り，BSC の基本フレームワークや BSC 活用のプロセスは大きく変わらない

ものの，戦略マップによる組織構成員へのコミュニケーション（学習と成長の視点）や BSC
における内部の視点に焦点を当てるなど，実践を通じてよりシステムの精緻化がなされて

きたことがわかる。 
 
2.4. Kaplan and Norton（2006）における BSC 概念 

 本節では，Kaplan and Norton（2006）における BSC に概念について述べる。Kaplan 

 
19 Kaplan and Nortonによる文献においては，無形資産という言葉は人的資産，情報資産，組織資産を表している。
会計学上の無形固定資産とは意味が異なる。人的資本は，戦略的コンピテンシーであるとされ、戦略が必要とする活動

を実行するためのスキル，才能およびノウハウを指す。情報資本は，戦略的情報という言葉でまとめられ，戦略の支援

に必要とされる情報システムとナレッジマネジメントのアプリケーションソフトおよびインフラの利用可能性を指す。

組織資本は，組織文化，リーダーシップ，戦略への方向づけ，チームワークが挙げられている（Kaplan and Norton, 
2004, pp.261-262）。 
20 Kaplan and Norton（2004, p.274）の注釈による。 
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and Norton（2006）は，BSC のアラインメント21について述べている。すなわち，組織

内部または外部における BSC を介した連携に関するものである。組織内部・外部のアラ

インメントを通じて，シナジーを創出することが本書の主要な目的である。 
 アラインメントの対象については，初めに全社的なアラインメントから出発して，サポ

ートユニットやシェアードサービスなど支援機能とのアラインメント，取締役会と投資家

のアラインメント，外部協力企業とのアラインメントについて述べられている。アライン

メントによるシナジーの創出については Kaplan and Norton（2001）においても言及され

ていたものの，Kaplan and Norton（2006）ではより詳細に，豊富なケース・スタディに

ついて説明している。 
 BSC による外部組織とのアラインメント・プロセスの研究が蓄積されていく中で，サプ

ライ・チェーン・BSC（Zimmerman, 2002, Bhagwat and Sharma, 2007 など）や産業ク

ラスターへの BSC適用（高橋，2011）なども適用事例が増加してきた。 
 
2.5. Kaplan and Norton（2008）における BSC 概念 

 本節では，Kaplan and Norton（2008）における BSC に概念について述べる。Kaplan 
and Norton（2008）は，これまでの文献を基に，循環型マネジメント・システムとして

まとめている。循環型マネジメント・システムについては図 1 を参照されたい。 

 
21 アラインメント（alignment）とは，連携，戦略への方向づけ，落とし込みを表す(Kaplan and Norton, 2006)。訳
注において，車でのアラインメントとは区別して，ビジネスの世界で表現されることの多い「アラインメント」の語を

用いたとされている。 
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図 1 は，BSC による循環型マネジメント・サイクルを示している。Kaplan and Norton
（2008）が提唱する循環型マネジメント・システムは 6 つのステップからなる22。 第 1 ス

テップは企業戦略の構築である。企業戦略とは，企業の経営資源の価値を最大化するための

方策である。ミッションやビジョンを明確にし，SWOT 分析などにより戦略的分析を行う。

そして，企業戦略を策定する。第 2 ステップは，戦略の企画である。この段階では，事業戦

 
22 6つのステップは，①戦略の構築，②戦略の計画，③組織ユニットと従業員の戦略へのアラインメント，④プロセス・
マネジメントの優先順位を決め，また戦略を生み出す資源を配分して業務を計画する，⑤業務と戦略をモニターし学習

する，⑥戦略を検証し，適応する。以上を図示すると図 2のようになる。 

1 2 

3 

4 5 

6 
業

績

尺

度 

業

績

尺

度 

結

果 

結

果 

 

図 1 循環型マネジメント・システム 
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略を策定し，それを可視化する戦略マップおよび戦略の進捗をマネジメントするスコアカ

ードを設定する段階である。第 3 ステップは組織のアラインメントである。上層部で策定

した戦略を下位の従業員に伝達することなしに，戦略の実現はありえない。このような垂直

的アラインメントと，部門を横断する水平的アラインメントによって企業全体でシナジー

を生み出す。第 4 ステップは業務の計画である。ここで，戦略が業務のプロセスと結合され

る。続く第 5 ステップは，モニターと学習である。戦略が業務に結びつけられ実行段階に移

されたら，業務のプロセスをモニターし，学習を通じて改善を行う。そして第 6 ステップは

検証と適応である。BSC と戦略マップは，ある組織の基礎となる明確で関連づけられた仮

説を構築する。しかし，それがいくら優れていたとしてもその戦略の成功が確約されたわけ

ではない。したがって，その仮説が妥当であったかを検証し，不適切だった場合には戦略を

修正しなければならない（Kaplan and Norton, 2008）。以上が循環型マネジメント・シス

テムについての概観である。 
 BSC フレームワークは循環型マネジメント・システムとして一旦の完成をみた。BSC
は戦略的マネジメント・システムとして戦略の実行，検証，フィードバックと学習を経て

新たな戦略の創発につながることが理解できるだろう。次章では，この BSC フレームワ

ークによってサステナビリティ戦略を管理しうるかについて議論を進めていく。 
 
3. BSC に対するサステナビリティ概念の付与 

 前章では，Kaplan and Norton による主要な文献について整理し，BSC の戦略的マネ

ジメント・システムとしての特徴を整理した。BSC は，4 つの視点を基本として戦略目標

を達成するための指標，実施項目などが設定され，因果関係をもって有機的につながって

いる。それによって報酬に連動した多面的な業績評価や戦略志向の組織体への組織風土改

革，また組織間，組織内部におけるシナジーを生み出すことが可能となることがわかっ

た。それらを予算システムと統合することでダブル・ループのフィードバック・プロセス

を作り出し，戦略の統制，検証，統合を行うことによって，BSC は循環型マネジメント・

システムとして機能するに至った。 
 本章では，サステナビリティを組織の継続的な目標とし，サステナビリティ戦略として

全社的に取り組むときに，BSC にサステナビリティの概念を付与した SBSC が役立つこ

とを示す。 
 
3.1. SBSC の意義 

サステナビリティが組織の戦略として取り組まれる必要性は近年ますます高まってきて

いるといえる。サステナビリティを戦略的にマネジメントする手法については様々あり，

管理会計および経営学分野においても，BSC にサステナビリティの概念を付与した SBSC
の研究が進んでいる。SBSC について簡潔に述べれば，BSC にサステナビリティ概念を付

与したものであるといえよう。具体的には，BSC の中にサステナビリティの指標を設定し

たり，第 5 の視点としてサステナビリティの視点を追加したものがみられる。理論的なフ

レームワークを構築するには至っていないものの，欧州を中心に SBSC に関する知見は蓄

積されてきている。本節では，SBSC の意義について述べる。 
SBSC の意義について検討するにあたって，Kaplan and Norton（1996, 2001, 2004, 
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2006, 2008）によるバランス概念と照らし合わせて述べてみたい。ここで再度述べれば，

短期目標と長期目標のバランス，財務的業績評価指標と非財務的評価指標のバランス，過

去と将来の業績評価指標のバランス，外部的視点と内部的視点のバランスである。これら

を一つひとつ検討していく。 
 

3.1.1. 短期目標と長期目標のバランス 

SBSC の導入効果として，岡（2013）は，「環境保全・社会貢献活動の成果が企業の経

済的利益に結びつくまで中長期的な時間を要するため，短期的な意思決定に陥りがちな企

業経営者はなかなか行動し難い。しかし，SBSC はこのような取り組みに対して適切に評

価・管理することができるため、サステナビリティに対する経営意思決定するインセンテ

ィブを与えることができる」と述べている。前述したように，BSC は長期的戦略と短期的

業務および戦術のバランスをとることができるシステムである。Kaplan and 
Norton(2001)も指摘するように，戦略は長期のマネジメントを必要とするものである。し

たがって，サステナビリティ分野における目標のマネジメントと BSC の特性には親和性

があるといえる。 
 

3.1.2. 財務的業績評価指標と非財務的業績評価指標のバランス 

 次に，財務的業績評価指標と非財務的業績評価指標のバランスである。サステナビリ

ティに関する指標の多くは，経営における業務プロセスに関連した非財務的指標である。

したがって，財務指標のみで業績評価を行っている企業においてはサステナビリティを評

価できず，またサステナビリティへの意識を醸成することも難しい。「サステナビリティ

戦略」を策定したとしても，組織全体を戦略へと方向づけ，戦略実行のプロセスを適切に

マネジメントしないと，成功裏に実現することは難しいだろう。Kaplan and Norton
（2001）も，有効に策定された戦略の約 10%以下しか成功裏に実行されていないという，

1980 年代に行われた調査を引用し23，BSC 提唱の動機の 1 つとしている。したがって，

非財務指標が中心となるサステナビリティ戦略のマネジメントと BSC の親和性は高いと

いえよう。 
3.1.3. 過去と将来の業績評価指標のバランス 

本項では過去と将来の業績評価指標のバランスについて述べる。これも前節までと密接

に関わる要素である。財務業績指標は過去の指標であり，将来の競争優位を約束してくれ

るものではない。財務指標という過去の業績指標を補強するものとして非財務業績指標を

設定しマネジメントすることで，過去と将来の業績評価指標のバランスをとることができ

る。前述したように，サステナビリティに関する指標は多くが非財務指標である。そし

て，環境（environment），社会（society），そしてそれに付随して企業統治

（governance）も絶えず変化していくものであるから，BSC による過去と将来を結ぶ循

環型マネジメント・システムの有用性はあるといえる。 
3.1.4. 外部的視点と内部的視点のバランス 

最後に，外部的視点と内部的視点のバランスについてである。BSC では，通常，外部的

 
23 Walter Kiechel（1982）による。 
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視点である財務および顧客の視点と，内部的視点である内部ビジネス・プロセスおよび学

習と成長の視点によって構成される。一方，サステナビリティは主に環境，社会，企業統

治を包含する概念であると考えた場合，ある組織の内部および外部の両要素に関わるもの

となってくる。したがって，企業がサステナビリティ戦略を策定するということは必然的

に内部・外部の要素を考慮に入れる必要が出てくるため，BSC を活用できる。 
サステナビリティ戦略を実現するにあたっては，単一組織のみで完結することはあまり

ない。産業界，官界，学会のいずれか，またすべてが協働してサステナビリティの実現に

取り組むことも少なくない。この点については，BSC によるシナジーの創出（Kaplan 
and Norton, 2006）を期待できる。また，自治体への BSC導入事例や，産業クラスター

への BSC導入事例24など，研究成果も蓄積されてきているため，SBSC の実践への応用の

足掛かりとすることができるだろう。 
以上述べたように，BSC フレームワークとサステナビリティ戦略のマネジメントは親和

性が高く，これまでの BSC のケーススタディによって補強されることで，SBSC として

活用できる可能性が高い。 
 
3.2. SBSC の先行研究 

 本節では，SBSC の先行研究について概観する。すでに述べた通り，SBSC は現代にお

いて企業が直面している環境・社会問題に対しても，企業のマネジメント・システムとし

て BSC を応用可能という期待から提唱された。岡（2013）によれば，SBSC導入企業と

して Novo Nordisk 社，Shell 社，Volkswagen AG 社，リコー，宝酒造などが挙げられて

おり，SBSC の実践も少数ながら進んでいる。また，臼谷（2005）や岡（2012）によって

は環境配慮型 BSC として Kaplan and Norton（2004）を含めた一連の論者の整理も行わ

れており，学術界における議論も進んできている。ここでは，環境配慮型の BSC を最初

に提唱した Epstein（1996）や SBSC の代表的論者である Figgeほか（2002）の議論，

また近年の SBSC概念整理に関して岡（2012）と，その他の SBSC の先行研究について

整理する。 
 

3.2.1. Epstein（1996）による環境配慮型 BSC 

はじめに，Epstein（1996）による環境配慮型 BSC について概観する。Epstein は，

BSC に環境の視点を入れた環境配慮型 BSC の最初の提唱者である。ここでは，現在の企

業の環境問題への取り組みは企業にとって中核をなす問題であり，環境を中心的な企業価

値の 1 つとして統合することが重要であると述べる（Epstein, 1996, pp.72-74）。そして，

環境を一貫した戦略に統合するために役立つシステムが BSC であり，環境配慮型 BSC と

呼ばれる。 
 Epstein（1996）は，環境を BSC のフレームワークにどのように明示的に組み込むかに

関して，2 つの方法を提示した。第 1 に，BSC の 4 つの視点内に環境関連指標を組み込む

方法である。第 2 に，5 つ目の視点として環境の視点を組み込むことである。これは，後

に続く SBSC フレームワークの議論の基礎となった。 

 
24 高橋賢（2011, 2012, 2013, 2014）などによる。 
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3.2.2. Figge et al.（2002）による SBSC フレームワーク 

SBSC は，2000 年前後から，ドイツ，イギリスを中心に欧州において，産官学連携で理

論研究および導入研究が実施された。当初は，Schaltegger and Dyllick（2002）が環境管

理会計手法として提唱したものである（岡，2012）。また，SBSC の代表的なフレームワ

ークとして Figge et al.（2002）をあげることができる。Figge et al.（2002）によれば，

SBSC を公式なものとするために，3 つのプロセスがある。第 1 に，目的に適う戦略ビジ

ネスユニットと実行の方法を特定し，企業内の異なる階層を統合することである（統合の

プロセス）。第 2 に，ビジネスユニットが接する環境・社会的状況を特定し，分析するこ

とである（サステナビリティ／環境のプロセス）。第 3 に，SBSC構造の核となる部分

で，環境とサステナビリティの側面の戦略適合性の決定である（戦略のプロセス）。以上

の適合側面を順次検討することによって初めて，BSC の構造を SBSC に適合させること

が可能となるとしている。また，他の視点に加えて，非市場の視点と呼ばれる新たな視点

の奏でこれらを検討することが役立つとしている。したがって，CSR を戦略的に管理する

ための手法として，SBSC は「より高いサステナビリティ業績に向かうものとして」企業

を支援できる（Figge et al, 2001）。 
 

3.2.3. Kaplan and Norton(2004)による規制と社会のプロセス 

BSC を提唱した Kaplan and Norton（2004）によっても，環境の側面は BSC の内部プ

ロセスの視点において取り上げられている。内部プロセスはさらに，業務管理のプロセ

ス，顧客管理のプロセス，イノベーションのプロセス，規制と社会のプロセスへと細分化

され，環境に関しては「規制と社会のプロセス」の中で言及されている。 
BSC のフレームワークにおける環境活動や社会的規制の戦略目標としては，次のような

ものが挙げられている。すなわち，コストの削減（資源の有効利用による原価の削減，廃

棄物埋め立て費用削減など），製品の差別化（環境に関心のある消費者からの収益獲得機

会の増加），競合他社の管理（業界団体の環境基準を達成できない企業の市場からの締め

出し等），リスクマネジメントなどである。 
上記のように環境をはじめとするサステナビリティ概念には触れているものの，専ら内

部プロセスの視点からのアプローチであり，他の BSC の 3 つの視点との関連性に関する

記述は薄い。したがって，SBSC フレームワークの構築にあたっては，他の視点との相互

作用性を明確にする必要がある。 
 

3.2.4. 岡（2012）による SBSC の類型の整理 

 本節では，SBSC のフレームワークに関する先行研究について述べる。フレームワーク

の整理については，岡（2008, 2010, 2012）が参考になる。それによれば，SBSC は 3 つ

の類型に分けることができるとしている。 
第 1 に，BSC の４つの視点の中に環境や社会の側面を組み入れるのか（サブサンプショ

ン型 SBSC），第 2 に，BSC に 5 つ目の視点として環境や社会の視点を付け足すのか（ア

ディション型 SBSC）， そして第 3 に，伝統的な BSC の４つの視点とはまったく異なり

新たな 4 つもしくは 5 つの視点を用いて SBSC を作成するのか（インテグレーション型
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SBSC）である。 
各類型の有用性についても述べている。第 1 のサブサンプション型 SBSC については，

すでに BSC を導入している企業にとって有用性がある。第 2 のアディション型 SBSC に

ついては，経営者は従業員に対してサステナビリティに対する強い意欲・関心を明確に示

すことができ，また従業員にとっても理解しやすい方法であると述べている25。第 3 のイ

ンテグレーション型 SBSC は，他の 2 つの手法が最上位に位置しているのは財務の視点で

あるのに対し，経済・環境・社会の側面すべてに同等に配慮しなければならない。つま

り、トリプル・ボトムラインの思考が深く組み込まれた手法であるとしている。SBSC の

どの類型を企業が採用するのかは，導入の目的と状況を考慮して選択するということにな

る。 
 

3.2.5. その他の先行研究 

 前項までで SBSC の主要な文献とその類型についてみてきた。本項では，SBSC に関す

る研究状況を概観する目的において，近年発表されている文献について整理する。 
 Figge et al.（2002）以降，BSC はサステナビリティ戦略と多様な形で連動してきてい

る。BSC とサステナビリティ戦略の多様な形式については，SBSC（Figge et al.,2002, 
Hansen et al., 2016）やサステナビリティ・スコアカード，レスポンシブ・スコアカード

（Falle et al, 2016）などが開発されている。SBSC は業績管理システムとして，その設

計，実行，活用，進化に関して研究がなされてきた（Dias-Sadinha et al., 2002, Tsalis et 
al., 2013, Tsalis et al., 2015）。そこで強調されているのは，伝統的な CSR 戦略との統合

である（Figge et al.,2002）。特に，この統合により，経済・環境・社会的問題を統合し，

サステナビリティのすべての側面における目標の達成が可能となる。さらに，SBSC はこ

れら 3 つの次元を並列的な 3 つのシステムではなく，1 つのシステムに統合する。例え

ば，Elijido（2014）は，オーストラリアにおける上場企業に関する実証研究をしている。

Dias-Sadinha and Reijnders（2005）は，ポルトガルの 13 企業の研究において社会・環

境業績を評価している。同様の研究には，Moller and Schaltegger（2005）や

Sidiropoulos et al.（2004）にもあり，それによると環境の視点が従来の BSC に追加され

ている。Giannoukou and Beneki（2018）は，観光分野における SBSC に基づいた概念

フレームワークを提唱している。 
 Kongar（2004）は，適切な測定指標を定義する一方で，サプライチェーン・マネジメ

ントの業績を評価するためにリニア・フィジカル・プログラミング（linear physical 
programming : LPP）をグリーン BSC に結合している。同様に，Tsai et al.（2009）は，

社会的責任投資の業績評価のための複合基準をもつフレームワークとして SBSC を活用し

た。Hsu et al.（2011）は，台湾におけるセミコンダクター産業の持続可能性を評価する

SBSC を構築するため，fuzzy Delphi法を活用している。Epstein and Wisner（2001）
は，企業のサステナビリティ戦略の重要性を伝えるために SBSC が活用されうると述べ

る。 

 
25 アディション型 SBSCについて岡（2012）はその有用性を認めるものの，「５つ目の視点を設けることで，他の４
つの視点との因果連鎖が複雑となりうるだろう」と留意点も述べている。 
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 これらを概観すると，SBSC およびそれに準ずるスコアカードは，現在では欧州に限ら

ず，広範囲で適用されていることがわかる。また，適用されている業界も様々であり，SDGs
や ESG 投資，パリ協定などの国際的な取り決めを受けて，戦略的マネジメント・システム

としての SBSC の適用可能性は広がっている状況であるといえる。 
 
4. 今後の課題 

 本稿では，伝統的な BSC フレームワークから SBSC の適用可能性について述べてき

た。伝統的な BSC の設計思想およびそのシステムをもって，サステナビリティ概念をマ

ネジメント・システムに付与できることがわかった。しかし，今後の課題も残されてい

る。本項の最後に，今後の課題について述べる。 
 第 1 に，SBSC のサーベイ研究を継続して行っていくことである。その際に，各文献の

メタ分析を通して，SBSC の適用可能性をもう少し深く探っていく必要がある。この点に

ついては，SBSC を適用している業界，地域などに焦点を当てて，整理していく必要があ

る。 
 第 2 に，ケーススタディ研究が必要である。豊富とは言えないながらも，SBSC の導入

事例はあり，ケース研究も出てきている。それらを通じて有用性と問題点を明らかにし，

今後の SBSC フレームワークの精緻化につなげる必要がある。 
 第 3 に，統合報告をはじめとした報告システムとの連携についてである。SBSC は，サ

ステナビリティ戦略の実行から検証，戦略の創発まで，戦略の循環型マネジメント・シス

テムとして機能する。サステナビリティに関する活動報告は，組織外部にとって特に意味

を持つということを考えれば，戦略の策定から実行，報告まで一貫したプロセスとして捉

えられるべきである。したがって，統合報告との連携も視野に入れることが重要であると

考える。 
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